
焼津市告示第135号 

 

 令和６年度焼津市電気自動車普及促進事業補助金交付要綱を次のように定める。 

 

  令和６年４月１日 

焼津市長 中野 弘道     

 

   令和６年度焼津市電気自動車普及促進事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、市内における電気自動車の普及を促進し、温室効果ガス排出

削減を図るため、電気自動車を購入する者に対し、予算の範囲内において、

補助金を交付するものとし、その交付に関しては、焼津市補助金等交付規則

（昭和60年焼津市規則第１号）及びこの要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 電気自動車 電池によって駆動する電動機のみを原動機とし、内燃機関

を併用しない自動車で、自動車検査証（電子車検証にあっては、自動車検

査証記録事項をいう。以下同じ。）に記載の燃料の種類が電気であるもの

をいう。 

(2) 新車 初めて道路運送車両法第７条第１項の規定による新規登録又は同

第59条第１項の規定による新規検査を受ける自動車をいう。 

（補助対象自動車） 

第３条 補助金の交付の対象となる電気自動車は、次に掲げる要件の全てに該

当するものとする。 

(1) 補助金の交付申請をする者が令和６年４月１日から令和７年３月31日ま

での間に新車として新たに購入した自家用の電気自動車であること。ただ

し、二輪の小型自動車を除く。 

(2) 自動車検査証に記載された初度登録年月又は初度検査年月が、令和６年

４月から翌年３月までの月であること。 

(3) 自動車検査証に記載された用途が乗用であること。 

(4) 補助金の交付申請をする者が自動車検査証に記載の所有者であり、か

つ、使用者であること。ただし、所有権留保付ローンによる購入の場合

は、所有者が車両販売会社、ローン会社等であり、かつ、使用者が申請者

であること。 

(5) 自動車検査証等に記載された使用の本拠の位置が、申請者の住所である

こと。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる全ての要件を満



たすものとする。 

(1) 自ら居住する市内の住宅において、前条に掲げる要件を全て満たす電気

自動車（以下「補助対象自動車」という。）を使用する者であること。 

(2) 補助対象自動車の初度登録又は初度検査から継続して４年以上使用する

者であること。 

(3) 市税を滞納していない者であること。 

 (4) 令和５年度焼津市電気自動車普及促進事業補助金交付要綱(令和５年焼

津市告示91号)による補助金の交付された者でないこと。 

（補助対象経費、補助額及び補助の回数） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費は、補助対象自動車の購入に係る経費

とする。ただし、クレジットカード決済、スマートフォンアプリ等を利用し

た決済その他特典が付与される決済手段により支払われるものを除く。 

２ 補助金の額は補助対象経費の額とし、申請者１人当たり50,000円を限度と

する。 

３ この要綱による補助金の交付は、申請者１人につき１回限りとする。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、令和７年３月31日までに、焼津

市電気自動車普及促進事業補助金交付申請書兼実績報告書（第１号様式）

に、次に定める書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象自動車の自動車検査証等の写し 

(2) 補助対象自動車の購入に係る注文書又は契約書の写し 

(3) 補助対象自動車の購入費用に係る領収書の写し（所有権留保付ローンで

あるため販売店から申請者に領収書が発行されない場合は、販売店からロ

ーン会社に対して発行された領収書の写し又は申請者が契約者となってい

るローン、クレジットカード等の利用に係る明細書の写し） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、補

助金の交付の可否を決定し、焼津市電気自動車普及促進事業補助金交付決定

通知書兼確定通知書（第２号様式）により申請者に通知する。 

（補助金の請求） 

第８条 交付決定を受けた者は、前条の規定による通知を受けたときは、速や

かに焼津市電気自動車普及促進事業補助金交付請求書（第３号様式）を市長

に提出しなければならない。 

（財産処分の制限） 

第９条 補助金の交付を受けた者は、補助対象自動車の初度登録又は初度検査

から４年を経過するまで、市長の承認を受けないで、当該補助対象自動車を

この要綱の規定に違反して使用、売却、譲渡、交換、貸付け、廃棄又は担保

に供してはならない。ただし、天災その他の補助金の交付を受けた者の責め



に帰すことのできない事由のあるときは、この限りではない。 

（補則） 

第10条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度分の補助金に適用す

る。 

 


